
平成™˜年˜™月Ÿ日 火曜日 (第œ™˜—号付録) ˜˜月目録官 報
五
四
〇

所
得
に
対
す
る
租
税
に
関
す

る
二
重
課
税
の
回
避
及
び
脱

税
の
防
止
の
た
め
の
日
本
国

と
ブ
ル
ネ
イ
・
ダ
ル
サ
ラ
ー

ム
国
と
の
間
の
協
定
の
効
力

発
生
に
関
す
る
件

二
〇
246

三
五

五
四
一

円
借
款
の
供
与
に
関
す
る
日

本
国
政
府
と
ベ
ト
ナ
ム
社
会

主
義
共
和
国
政
府
と
の
間
の

書
簡
の
交
換
に
関
す
る
件

二
四

三

五
四
二

国
際
連
合
安
全
保
障
理
事
会

決
議
第
千
八
百
九
十
三
号

（
コ
ー
ト
ジ
ボ
ワ
ー
ル
に
対

す
る
武
器
禁
輸
措
置
の
期
限

等
に
関
す
る
決
議
）
に
関
す

る
件

二
五

一

五
四
三

カ
ン
ボ
ジ
ア
王
国
に
つ
い
て

の
包
括
的
な
経
済
上
の
連
携

に
関
す
る
日
本
国
及
び
東
南

ア
ジ
ア
諸
国
連
合
構
成
国
の

間
の
協
定
の
効
力
発
生
に
関

す
る
件

三
〇

三

〇
財

務

省

三
五
八

政
府
資
金
調
達
事
務
取
扱
規

則
第
五
条
第
十
一
項
の
規
定

に
基
づ
き
発
行
し
た
政
府
短

期
証
券
の
発
行
条
件
等
を
告

示

五
235

一

三
五
九

国
債
の
発
行
等
に
関
す
る
省

令
第
五
条
第
十
一
項
及
び
政

府
資
金
調
達
事
務
取
扱
規
則

第
五
条
第
十
一
項
の
規
定
に

基
づ
き
発
行
し
た
割
引
短
期

国
債
及
び
政
府
短
期
証
券
の

発
行
条
件
等
を
告
示

五
235

二

三
六
〇

三
六
一

政
府
資
金
調
達
事
務
取
扱
規

則
第
五
条
第
十
一
項
の
規
定

に
基
づ
き
発
行
し
た
政
府
短

期
証
券
の
発
行
条
件
等
を
告

示

五
235

二

三
六
二

国
債
の
発
行
等
に
関
す
る
省

令
第
五
条
第
十
一
項
の
規
定

に
基
づ
き
発
行
し
た
割
引
短

期
国
債
の
発
行
条
件
等
を
告

示

五
235

三

三
六
三

国
債
の
発
行
等
に
関
す
る
省

令
第
七
条
第
三
項
の
規
定
に

基
づ
き
発
行
し
た
割
引
短
期

国
債
の
発
行
条
件
等
を
告
示

五
235

四

三
六
四

政
府
資
金
調
達
事
務
取
扱
規

則
第
五
条
第
十
一
項
の
規
定

に
基
づ
き
発
行
し
た
政
府
短

期
証
券
の
発
行
条
件
等
を
告

示

五
235

四

三
六
五
e

三
七
一

国
債
の
発
行
等
に
関
す
る
省

令
第
五
条
第
十
一
項
の
規
定

に
基
づ
き
発
行
し
た
利
付
国

債
の
発
行
条
件
等
を
告
示

六
236

三
一

三
七
二
e

三
七
四

国
債
の
発
行
等
に
関
す
る
省

令
第
六
条
第
十
一
項
の
規
定

に
基
づ
き
発
行
し
た
利
付
国

債
の
発
行
条
件
等
を
告
示

六
236

三
七

三
七
五

輸
出
統
計
品
目
表
及
び
輸
入

統
計
品
目
表
を
定
め
る
等
の

件
の
一
部
を
改
正
す
る
件

一
〇
238

一

三
七
六

出
納
官
吏
事
務
規
程
第
十
四

条
及
び
第
十
六
条
に
規
定
す

る
外
国
貨
幣
換
算
率
を
定
め

る
等
の
件
の
一
部
を
改
正
す

る
件

一
六

五

三
七
七
e

三
七
九

国
債
証
券
買
入
銷
却
法
第
一

条
の
規
定
に
よ
る
国
債
の
買

入
消
却
に
関
す
る
件

二
七
250

三

三
八
〇

関
税
暫
定
措
置
法
別
表
第
一

の
六
に
掲
げ
る
物
品
の
平
成

二
十
一
年
度
の
初
日
か
ら
平

成
二
十
一
年
十
月
三
十
一
日

ま
で
の
輸
入
数
量
を
告
示

三
〇

三

三
八
一

平
成
二
十
一
年
度
の
初
日
か

ら
平
成
二
十
一
年
十
月
三
十

一
日
ま
で
の
生
鮮
等
牛
肉
及

び
冷
凍
牛
肉
の
各
輸
入
数
量

を
告
示

三
〇

四

三
八
二

平
成
二
十
一
年
度
の
初
日
か

ら
平
成
二
十
一
年
十
月
三
十

一
日
ま
で
の
豚
肉
等
並
び
に

生
き
て
い
る
豚
及
び
豚
肉
等

の
各
輸
入
数
量
を
告
示

三
〇

四

三
八
三

関
税
暫
定
措
置
法
別
表
第
一

の
六
第
一
五
項
に
係
る
物
品

に
つ
い
て
の
平
成
二
十
一
年

度
に
お
け
る
輸
入
数
量
に
基

づ
く
特
別
緊
急
関
税
の
発
動

日
を
告
示

三
〇

四

三
八
四

関
税
暫
定
措
置
法
第
八
条
の

四
第
一
項
の
規
定
に
基
づ

き
、
特
定
特
恵
鉱
工
業
産
品

等
に
つ
い
て
、
輸
入
額
等
が

限
度
額
等
を
超
え
る
こ
と
と

な
っ
た
特
定
特
恵
鉱
工
業
産

品
等
及
び
月
を
告
示
す
る
件

三
〇
251

一
〇

〇
財
務
省
、
農
林
水
産
省

二
三

株
式
会
社
日
本
政
策
金
融
公

庫
法
附
則
第
三
十
五
条
の
規

定
に
基
づ
き
、
同
条
の
主
務

大
臣
の
定
め
る
利
率
を
定
め

る
等
の
件
の
一
部
を
改
正
す

る
件

二
〇

六

二
四

農
業
信
用
保
証
保
険
法
第
五

十
九
条
第
一
項
の
規
定
に
基

づ
き
、
同
項
の
主
務
大
臣
の

定
め
る
利
息
を
定
め
る
件
の

一
部
を
改
正
す
る
件

二
〇

六

二
五

中
小
漁
業
融
資
保
証
法
第
六

十
九
条
第
一
項
の
主
務
大
臣

が
定
め
る
利
息
を
定
め
る
件

の
一
部
を
改
正
す
る
件

二
〇

七

〇
財

務

省
、
農
林
水
産
省
、

経
済
産
業
省

一
四

株
式
会
社
日
本
政
策
金
融
公

庫
法
第
二
十
二
条
第
三
項
の

規
定
に
基
づ
く
危
機
対
応
業

務
及
び
危
機
対
応
円
滑
化
業

務
の
実
施
に
関
し
必
要
な
事

項
を
定
め
る
件

三
〇
251

一
〇

〇
国

税

庁

二
四
二
五

認
定
特
定
非
営
利
活
動
法
人

を
公
示
す
る
件
の
一
部
を
改

正
す
る
件

三
〇

四

�
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